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高度地区指定手続きにおける提出意見と行政対応

一全国の絶対高さ制限を含む最高限高度地区を対象として一
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地区計画　　　　　マンション紛争　　　目標都市像

’　　都市数（母数46）⑤　　．　　　　　、

1　研究の背景と目的と方法

　近年、建物の商さ漢原因の景観紛争が増加している。

高度地区はその即時性と強制力から、対処法として利用

可能性が大きく、1全国で高度地区指定が増加している1）2）。
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な規制であり、行政は反対住民の理解を得る必要がある。

出意見、②行政対応の全国状況を明らかにし、その③問

題点、④今後の課題を抽出することを目的とする。

　これらのことを明らかにするために、絶対高さ制限を

，含む最高限高度地区の指定が確認された110都市（1）にアン

ケート調査（回収率90％）を実施し、全国状況を把握する。

そして、提出意見・行政対応の記録が確認された36都市

のべ46の参加の揚ωについて電話ヒアリングを行った。

2　提出意見の全国的傾向

　意見の提出があった都市は’41都市（3）ある。意見数の最

多は新宿区の781件で、札幌・名古屋・京都でも多く出た。

　意見を内容論と手続論に分けると否定（4）はそれぞれ半分

程の都市で出ており、手続論では肯定（4）より多くの都市で

出ている。これは手続き的な不備が目につきやすいため

と考えられる。内容論を見ると意見は反対ωが多くの都市

で出ているが、反対意見の中で強化・緩和・条件付⑥の項目

は指定には肯定だが案には反対と考えられ、本質的な部
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図3．詳細項目の意見が出た都市数

分では肯定の意見が多くの都市で出ている（図1，2）。意見　　1

を詳細に全類すると「規制値の強化」や「財産権への影響の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α75
危惧」が多くの都市で出ている（図3＞。

　都市を人口の多少で分けると、否定（図4）や肯定の項目　α5

中の必要（図5）は、人口に比例して意見が出た都市数が増　　α25

加している。つまり、人口が多い都市では肯否が別れ、　01砺人未満10万人以上30万人以上100万人以上

対立関係がはっきりする傾向にあると言える。　　　　　　図4都市の人口と意屍の肯否の船

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．8
3　行政対応の全国的傾向
　意見に対する行政の回答は、「案の変更等で対応」「案は　　α6

変えず対応なし」「他制度の利用も含めて検討」に分類でき　α4

！る。多くの項目で「対応なし」が多く、根拠を説明して理　　02

解を得ることで、その後の混乱もなく指定が行われてい　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10万人未満　10万人以上　30万人以上　100万人以上
ることから、有効な回答と考えられる。一方、「駆込み建　図5・都市の人ロと詳細な親囎の齢
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築規制の要望」「規制値の強化」「範囲の拡大」「規制の細分

化」「最低限高度地区」の5項目では「検討」の割合が高い。

特に「規制値の強化」は地区計画で対応するという都市が

多い。また「他の手法の紹介」「指定範囲が不明瞭」は今後

対応すると回答し、その後対応している。つまり内容に

関しては直接的な案の変更はせず、手続きに関しては改

善する傾向がある（図6）。

4　高度地区指定の問題点と今後の課題

　「周知不足」や根拠の提示で解決する反対意見があるこ

とから、意見募集前の情報周知が不十分と考えられる。

また、規制値の強化に対して「地区計画で対応」と回答し

　　　　　　　　　　　くたにもかかわらず利用されていない事例が10都市中4都

市もあることから、住民に対する支援策が不十分と考え

られ、この2点が問題点として考えられる。

　これらの対応策としてアンケートや協議会による事前

対応や地区計画の支援の充実、そしてこれらを高度地区

指定の都道府県ガイドラインに加えることが考えられる。

て、アンケートに加えて協議会で素案作成毅階から住民

が参加するといった方法で住民参加を十分に行い、指定

に至っている　また規制値強化に対して地区計画で対応

必要　　駆込み建築の規制　　　　一協力をお願いする

　　　　　　　　　　　　一　　　規制値の強化　　　　　　一地区計画で対応
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　　　　　　　　　一緩和襯⑳緩和　　一一
範囲を狭小　　　　　　　　一変更は無い
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翻の基勒明靴　『一
櫛の蝦の囎　一一低層化による緑地の減少　一

鰍率消化が蹴　』一一Σ
財麟への桝の鰍一

中立　　　　　最低限高度地区の指定　　一

成

・鯛慢鵬的に指定一

騨市ではユ゜年ほど前に指定に失敗した経験を生かし　　、　　意見糠検醐の延髭灘コ

早期決定の要望　　　　　一目標期限を説明

　　　　　　　　　一取り組み遅延の不満　　　一遅いが　　は必

他の手法の紹介　　一些＝＝＝コ
指定鯛が不囎　 一蓮些塑＝＝＝コ

開催不足　　　　　　　　一開催状況を説明

　　　　　　　　　一周知が不足　　　　．　　一文章の祀布等対応した

作成経緯の紹介　　　　｝その場で説明

している都市では、「計画開始段階から住民と共に考κ　　帆例】圃対応なし□対応■検討　　　　醗躍懸麗唖騒麗醗コ

る」、「助言や説明会を行う」等の対応で利用されている。　図6．行政対応の傾向と有効な回答例

　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表冒，唐津市における事前対応の経緯と内容

。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　團一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　既存建物の高さ把握　　　一調査結果を説明

　現在のガイドラインは内容を考える際の指針で規制値

決定の参考になるが、手続きについては手法の紹介程度

で、期待できる効果や具体的な利用法の記述はない。そ

，で　アンケートや協議会をそれぞれの都市で一般的に

行われている既存の方法に組み合わせて行うことで円滑

に導入し、地区計画は支援方法をはっきりさせ、高度地

区指定の際にあわせて説明し、これらの活用促進のため

にガイドラインで具体的な利用例を提示する，とでより
一」一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b

特徴．反対意見に対して住民から意見が

　　出て、住民同士の議論に発展

一　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表2．ガイドラインの内容の比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　【参考】
商度地区指定が円滑になると考兄られる。　　　　　　　　1）中村豪゜宇於崎勝也根上彰生’小島勝衛（2007）・「絶対高さ型高度地辱を活用した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築物の高さ制限に関する研究」，日本建築学会計画系論文集恥615∫やp．143－147
5　結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）高橋智之・岡崎篤行（2007），「絶対高さ制限を含む最高限高度地区の内容と経緯」

1）提出意見は反対意見が多いが、本質的な部分でみると　　　日本都市計画学会論文集N臥42－3・PP・109－114　　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）将正浩・川上光彦・片岸将広（2003），「郊外型±地区画整理事業施行地区における地
肯定的な意見が多数である。また、否定的な意見は都市　　区計画導入の実態と課題一全国における実態と金沢市における事例研究一」，日本

の人・規模に比例して出易くなる・　　　　謂画辮文細8瀕レ2°5『21°
2）提出意見に対する行政の回答は全体では「変更しない」　（1）参考文献2）の中で挙げられている110都市を対象とした。

が多い醐外として、欄縮の強イヒに関しては地区計鷺驚三鵬論欝犠欝llぐメ’アンケート』を獄

画で対応するという傾向がある。　　　　　　　　　　　　④肯定否定は・高度地区指定に対しての養否・賛成反対は案についての賛否を示す・

3澗題点として、意見を集める前踊の情報駒杯＋躍魏罐鵬蝶贈黎数をヵウン肱
分な点、地区計画での対応を挙げていても都市によって　　　必要：高度地区は必颪強化’緩和：規制内容の蜘ヒ’緩和の要望条㈱：鮮附で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定を認める，不要：高度地区は不要，提案：案の内容からは離れた提案，時期：指
は支援体制が不十分な点が挙げられる。　　　　　　　　　　定時期の早遅に関する意見，説明説明・紹介の要望，参加：住民参加に対妬不満

4）醸地区ガイドラインは内容は＋分だが手続きに関す【繍：指麟ための牒内容の説明

る記載が少ないので、アンケートや地区計画の説明を追　　本研究を進めるにあたり、調査に御協力していただいた都市の皆様と小田原市鈴木

加することでよ賄用になると思われる。　　　慧螺懸欝市門川賄津市礁及醐助認催噸儲
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